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（別紙様式４－２）                                                 （特別支援学校用） 

（熊本県立熊本支援）学校 令和７年度（２０２５年度）学校評価表 

１ 学校教育目標 
将来の自立や豊かな生活を実現するために、一人一人の教育的ニーズに応じた最適な指導・
支援を行い、主体的に学び、取り組む子どもを育てる。 

 

２ 本年度の重点目標 

【児童生徒：学びが確かに、今・将来につながる】 

・熊支の教育システムの意味・意義の徹底、根拠に基づいた授業実践 

【教職員：専門性の向上、教職員の自己実現に向けチームとしてつながる】 

・自立活動の指導における基礎・基本の徹底及び分掌組織の検討、対話を重視した職場づくり、

職場改善の見える化 

【保護者・卒業生・関係機関・地域：互いの存在が生かされるようにつながる】 
・互いに尊重し合う学校風土づくり、未然防止の取組、みんなが立ち寄る場づくり 

 

３ 自己評価総括表 
  評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項目 小項目 

 
学校 
経営 
 

学校教育
目標の全
職員によ
る共有と
具現化 
 
 
 
 

「今後の熊支
像」実現に向
けた組織改善
及び教職員の
専門性の向上 

・「今後の熊支
像」を踏まえ、
各分掌部等で
取り組むべき
課題を焦点化
し分掌組織及
び校務の改善
を行う。 
 
 
 
・学校組織と
して教職員の
専門性向上の
取組、職員一人
一人の自己研
鑽の取組にお
いて、教職員の
達成度や満足
度80%以上を目
指す。 
 

・卒業後の姿に
つながる教育を
９年間の系統性
で捉え、上期に
分掌組織及び業
務の課題を整理
し、下期に次年
度の組織改善案
を作成する。 
 
 
・対象者を限定
した基礎研修の
設定、中堅以上
の職員をリーダ
ーとした OJTに
よる研修の工夫
等を行う。また、
それぞれの職員
が人事評価記録
書を手掛かりに
キャリアに応じ
た自己研鑽がで
きるよう、組織
的に取り組んで
いく。 

Ｂ ○各分掌部の今年
度の反省と志向を
まとめて、協議を行
い、次年度に向けて
業務内容を整理し
たり人員数につい
て確認をしたりす
ることができた。次
年度は、新たに自立
活動部を立ち上げ
る予定である。 
○希望者を募ったO
JTによる研修を実
施し、人事評価記録
書に自己研鑽の取
組について項目を
掲げたことで、学校
評価のアンケート
では、86％が「専門
性の向上に努めて
いる」と回答した。
今後は、更に職員の
ニーズに応じたOJT
による研修の工夫
を行っていく。 

安心・安
全な学校
づくり 
 
 

児童生徒が健
康で安全安心
な学校生活を
送るための環
境・体制づく
り 

・各種訓練（避
難訓練、不審者
侵入対応訓練
等）を実施し、
リスクの洗い
出しを行い、マ
ニュアルの改
善、対応方針の
見直しを行う。 
・児童生徒が健
康で安全に過
ごせるように、
学習環境の整
備や緊急時に
備えた体制づ
くりの充実を
図る。 

・訓練の前後に、
日常的なリスク
をアンケートや
協議で挙げ、予
防的対応を検討
し、マニュアル
を改善する。ま
た、大雨時には
近隣校や自治協
議会等と情報共
有を行い、通学
路の安全を確認
する。 
・熱中症および
落雷に係る基準
をマニュアル化
し、実施計画等
に明記して事故

Ａ ○２回目の火災避
難訓練で、前回の助
言を受け、不測の事
態を想定した訓練
を実施し、対応する
ことができた。 
〇大雨等の災害時
に通学路の安全確
認を行うため、出水
南小学校校区の自
治協議会との連絡
体制を整えた。 
〇落雷事故防止に
ついての職員研修
及び児童生徒の学
習やマニュアル改
訂を行い、事故防止
に努めた。 
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防止に努める。 ●現在のマニュア
ルで定めた暑さ指
数では、水泳の授業
が大きく制限され
るため、今後検討し
ていく。 

業務改善 
働き方改
革 

 

ICT機器によ
る業務の効率
化 

・業務や授業
準備における
生成AI等の活
用事例につい
て情報提供を
行い、職員が「
活用できた」の
割合70%以上を
目指す。 

・校内研修等で、
生成AI等の活用
事例について取
り上げ演習等を
とおして活用で
きるよう工夫す
る。グループタ
イムでは授業や
校務での ICT活
用について、情
報教育部から、
情報を提供した
り活用状況を発
信したりする。 

Ｂ ○業務の効率化に
向けて、生成AI等の
活用事例研修や操
作体験を行い、生成
AI等を「活用できた
・一部活用できた」
と回答した割合が9
0%以上になった。 
●グループタイム
を通した情報提供
は限られていたた
め、次年度以降、年
間計画に位置付け、
情報提供できるよ
うにする。 

業務の平準化
等による職員
の負担軽減及
びやりがいの
醸成 
 

・学校評価ア
ンケートの項
目「学校全体で
働きやすい職
場づくりのた
めの工夫・改善
を行っている」
の平均値を、3.
0以上にする。 
・「やりがい」
を持って業務
にあたり、ワー
クライフバラ
ンスのとれた
毎日を送るた
めに服務の工
夫を行うとと
もに、職員一人
一人が働き方
を工夫できた
割合80%以上を
目指す。 
 
 

・職員への働き
方改革アンケー
トの点検により
今年度の働き方
改革の改善点を
明確にして改善
策を実施する。 
・やりがいや満
足感につながる
よう職員のアイ
ディアを取り入
れ、研修や会議
の方法等を工夫
する。 
・ボランティア
などの外部人材
を積極的に活用
する。 
・年休や時差出
勤をとりやすい
よう、定時退勤
日にはノー会議
デーにしたり、
長期休業中は、
会議や研修の終
了時刻が午後４
時以降にならな
いように設定し
たりする。 

Ｂ ○アンケートを実
施し、結果から改善
点を洗い出して分
類し、即時に実施可
能なこと（朝会を隔
週で行う等）は、改
善することができ
た。研修の方法は、
ケーススタディな
どを取り入れ工夫
した。学校評価アン
ケート結果は平均
値が2.9であった。
今後も研修内容等
を精選していく。 
○学校評価の職員
一人一人の働き方
の工夫では、できた
割合が90%以上とな
った。 
○県内３大学から
の学生ボランティ
アを通年でのべ24
人活用することが
できた。 
○定時退勤日はノ
ー会議デーを実施
し、時差出勤利用者
も毎月15人ほどい
た。長期休業中の研
修は、午前中や午後
早めに実施できた。 

 
授業 
の充実 
 

学習指導
要領を踏
まえた教
育課程の
改善 
 

学習指導要領
の教育内容を
踏まえた年間
指導計画、授
業実践、教育
課程改善の体
制整備 

・小中学部９
年間の系統性
を整理し、令和
８年度からの
教育実践に繋
げる。 
 
 
 
 
 
 

・教育課程検討
会（全体）を全３
回実施し、学習
指導要領及び特
別支援学校用著
作教科書を活用
して系統性を整
理する。 
・整理の方法や
ねらい等を共通
理解して検討を
進められるよう

Ａ ○各教科班毎に、教
科チーフを中心に、
学習指導要領、文部
科学省著作教科書、
育てたい力一覧等
を参考にしながら
９年間の系統性を
まとめることがで
きた。それらを踏ま
え、次年度の年間指
導計画へ反映させ
た。また、今後の見
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・学習指導要
領とめざす児
童生徒像を踏
まえた教育課
程の改善を行
う。 

教科リーダーを
中心とした教科
グループを編成
する。 
・教育課程改善
によって「育て
たい力」を育む
ことができるよ
う、学校目標や、
めざす児童生徒
像、育てたい力
についても教育
課程検討（学部）
や学部会等で周
知を図る。 

直し方についても
今年度中に手順等
を決める。 
 
○職員会議や学部
での検討の際に「育
てたい力」について
触れ、検討を始めた
ことで「何をめざす
のか」が明確になっ
た。今後も機会を捉
えて、「育てたい力
」について触れ、次
年度の教育活動に
繋げていく。 

各教科等
の「見方・
考え方」
を働かせ
る指導の
充実 
 
 

各教科等の「
見方・考え方」
を働かせる授
業づくり 

・各教科等の「
見方・考え方」
についての講
話や授業づく
り、ポスターセ
ッション等の
全体研究や学
部研究を計画
的に実施する。 
・今年度の研
究に対するア
ンケートを実
施し、「各教科
等の「見方・考
え方」を働かせ
る授業づくり
をすることが
できた」の評価
について職員
の80％以上か
ら評価を得る。 

・授業づくりの
手順を明確に示
し、全職員で共
通理解して実践
を行うと共に、
研究のスケジュ
ールを明確に示
す。 
・授業実践につ
いての略案やポ
スター発表様式
を作成し、事例
を全職員で共有
できる環境を整
える。 
・外部専門家を
活用した研修を
実施する。また、
他校の研究授業
や研修会等の情
報提供や参加の
推進を図る。 

Ａ ○各教科等の「見方
・考え方」について
学ぶ全体研修や学
部研究等を計画的
に実施することが
できた。スクールサ
ポートの活用が有
効であった。 
 
○学部研究で学年
毎に、一つの単元を
一事例で検討し、授
業研究が深まった。
アンケートの「各教
科等の「見方・考え
方」を働かせる授業
づくりをすること
ができた」では、94
.2％の職員が「達成
できた・できた」の
回答があった。今後
は、更に児童生徒の
実態を踏まえた各
教科の指導の充実
を図っていく。 

「個別の

指 導 計

画」に基

づく自立

活動の指

導の充実 
 

実態把握・中
心課題の分析
に基づく指導
内容の工夫、
専門性向上の
ためのバック
アップ体制づ
くり 

・自立活動の
研修に関する
職員アンケー
トを取り、自立
活動の授業を「
充実させるこ
とができた」「
やや充実させ
ることができ
た」の項目で職
員の80％以上
から評価を得
る。 

・１年間で、特別
支援教育実践ス
キルアップ研修
を含む６回の自
立活動の指導の
研 修 を 実 施 す
る。 
・スーパーティ
ーチャーを招聘
し、指導助言を
仰ぐ研修を実施
する。特に課題
関連図の作成方
法の研修では、
学部や学年等、
複数の目で中心
課題の導き方を
確認する機会と
する。 

Ｂ 〇年間を通して６ 

回の研修を実施し、 

指導教諭を招聘し 

た「課題関連図作 

成」の研修では、研 

修内容や内容の精 

査度についてアン 

ケートを取り、職員 

のニーズを的確に 

把握できた。研修 

に関する職員アン 

ケートでは、62名 

中、自立活動の授業 

を「充実させること 

ができた」が42％ 

「やや充実させる 

ことができた」が58 

％であった。 

授業の充

実のため

の ICT 環

効果的なICT
機器活用によ
る児童生徒が

・学校評価ア
ンケートにお
けるICT機器を

・研修の事前ア
ンケートを基に
教員の関心や実

Ｂ ○Googleフォーム
やスプレッドシー
ト、生成AIについて



 

- 4 - 

 

境の充実 
 

分かる授業づ
くり 

活用した子ど
もがわかる授
業づくりの項
目の評価が3.5
以上を目指す。 

態に合わせた内
容の研修を行い
ICT機器を活用
した教材作成等
に取り組むよう
にする。また、そ
れらを校内で共
有する。 

の希望者向け研修
を行い、活用方法を
共有することがで
きた。また、生成AI
や情報機器につい
て、実際の活用事例
をアンケートで集
約して、一覧にまと
め共有することが
できた。 
○アンケートの「IC
T機器を活用した子
どもがわかる授業
づくり」の評価は3.
1であったが、「そ
う思う、ほぼそう思
う」の割合は９割に
なった。 
●今後は、ICTを児
童生徒の学びに生
かす授業づくりが
課題である。 

キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

個のニー
ズに応じ
た進路指
導 
 
 

進路情報の提
供 
 

・保護者に対
する進路情報
発信の機会を
充実させ、進路
情報の提供に
係る評価の「個
々のニーズに
応じた情報を
提供している」
を3.5以上にす
る。 

・保護者向けの
進路研修会と、
福祉事業所によ
る相談会を開催
し、進路に関す
る情報に触れる
機会を増やすと
ともに、それら
の情報を適時学
校ホームページ
等で発信してい
く。 

Ａ ○PTA進路研修とし
て、福祉事業所見学
を10月に実施した。
多機能型の事業所
見学だったため、様
々なサービス形態
の見学ができた。 
○福祉事業所によ
る相談会を12月に
開催し、進路便りを
とおして会の様子
を知らせることが
できた。保護者の学
校評価アンケート
の結果は3.4であっ
たが、「提供してい
ると思う」の回答は
95%であった。 

発達段階
に応じた
キャリア
教育の充
実 
 
 

各学部段階で
一貫性のある
キャリア発達
を育むための
取組 
 

・高等部閉部
となる１年後
を見据え、事業
所と顔の見え
る関係を構築
する。 
 
 
 
 
 
・次年度以降
の中学部の教
育課程におい
て、「職業・家
庭」では、職場
体験を取り入
れることや、指
導形態を工夫
することにつ
いて検討する。 

・児童生徒の学
校卒業後の生活
について具体的
なイメージが持
てるようにする
ために、職員に
よる福祉事業所
への訪問研修を
実施し、研修内
容を職員に周知
する。 
・高等部で取り
組んできた「職
業」の内容を教
務部と協働して
整理し、次年度
以降の中学部教
育課程改善に反
映させる。 

Ｂ ○夏季休業中に職
員による福祉事業
所訪問研修を４事
業所で実施できた。
訪問日の日程調整
が難しかったため、
今後は調整方法を
工夫していく。 
 
 
 
○中・高等部職員が
協働して、中学部で
取り扱っている「職
業・家庭」の内容と
高等部で取り扱っ
ている「職業」の内
容を確認し、次年度
の年間指導計画に
反映することがで
きた。 

生徒 
(生活) 
指導 

個々に応
じた生徒
指導 
 

生徒指導によ
る児童生徒の
自己肯定感を
高める支援 

・生徒指導の
実践上の視点
を、生徒指導提
要より抜粋し

・生徒指導提要
や、情報集約担
当者向けに行わ
れる研修をまと

Ｂ ○職員研修を通し
て、自己肯定感を高
める生徒指導上の
視点について共通
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 研修を実施し、
職員が、「児童
生徒の自己肯
定感を高める
支援について
の理解や実践
ができた」の割
合を70%以上に
する。 
 

め、職員に周知
して日々の実践
に繋げられるよ
うにする。また、
実践をゆうネッ
トやクラスルー
ム等に掲載して
共有できるよう
にする。 

理解し、研修内容を
クラスルームで確
認できるようにし
た。 
○生徒指導に関す
るアンケートを実
施し、「児童生徒の
自己肯定感を高め
る実践ができたか」
についての回答は7
0％だった。より深
めていく必要があ
る。 

人権教
育の推
進 

人権教育
に係る授
業の充実 
 
 

児童生徒の実
態を踏まえ、
職員間の意見
の交流による
授業づくり・
授業改善 
 
 

・職員の人権
意識や人権感
覚を高めるた
めに研修会後「
ふりかえりチ
ェックリスト」
を実施し、学校
評価アンケー
トの人権感覚
に係る項目の
評価を保護者・
職員ともに95
％以上にする。 
 
 

・講師を招聘し
て、人権感覚を
高めるための全
体研修を実施す
る。また、全職員
が個々の人権意
識を見つめる機
会として「ふり
かえりチェック
リスト」を年３
回実施する。実
施後は、アンケ
ート結果につい
て職員間で共有
し、人権意識の
向上を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
・２学期の一つ
の単元で、「人権
教育を通じて育
てたい資質・能
力」を育む授業
を計画し実践す
る。また、単元を
レポートにまと
めて共有する。 

Ａ ○夏季休業中に講 
師を招いて２回研 
修を実施した。事後 
アンケートから今 
後は、「同和問題（部 
落差別）の基本的知 
識の深まり」に関す 
る研修を工夫する 
必要がある。 
○「ふりかえりチェ 
ックリスト」を３回 
実施して人権教育 
に対する意識の向 
上を図り、学校評価 
アンケートの人権 
に係る項目では、 
「そう思う、ほぼそ 
う思う」の割合が職 
員が100％、保護者 
が99%と高評価だっ 
た。 
○夏季休業中に各
学年で「人権教育を
通じて育てたい資
質・能力」を育成す
るための授業づく
りについて話し合
い、２学期に授業を
行い、実践報告を作
成して共有した。 

命を大切
にする心
を育む指
導 
 
 

自己肯定感を
高め、自他を
大切にする心
や実践力を育
む指導の充実 

・「いじめ防止
月間」及び「人
権週間」におい
て、児童生徒の
様子に即した
心を育む授業
を実施し、目標
が達成できた
割合を70%以上
にする。 

・各取組期間に
は、生徒指導部
と連携して児童
生徒会による啓
発活動を行う。
また、各教科指
導や12月の人権
週間の授業の中
で「心のきずな
を深める」「命を
大切にする」と
いった心を育む
ための視点を明
確にして取り組
む。 

Ｂ 〇12月の全校集会 
で、児童生徒会に 
よる友達について 
の作文発表や教師 
の話を行い、人権に 
ついて考える機会 
を設けた。 
○人権週間では、各
学部や学年で人権
に関する授業を実
施した。授業の目標
達成が「できた」62
.5％、「やや達成で
きた」37.5％で、児
童生徒の様子に即
した授業を行うこ
とができた。 
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いじめ
の防止
等 

いじめの
早期発見
・未然防
止に向け
た取組 
 
 

未然防止に向
けた、職員の
いじめに対す
る知識の共有
と、早期発見・
早期対応のた
めの児童生徒
へのアプロー
チ 

・全職員にい
じめの定義を
正しく周知し
た上で、未然防
止・早期発見・
事後対応に繋
げる。 
 
 
 
・全校集会や
学部集会で行
う、いじめの未
然防止の取組
は、児童生徒会
を主体とする。 

・６月の「心のき
ずなを深める月
間」の取組をま
とめ、学部会で
日常からできる
いじめの未然防
止の視点を紹介
し、実践に活用
できるようにす
る。 
・人権標語やポ
スターの募集を
行い、児童生徒
会が作品を選考
し全校集会で表
彰をする。 
・レクリエーシ
ョン等を通し、
心のきずなを深
められる取組を
実施する。 

Ｂ ○職員研修を通し
て、いじめの定義を
正しく周知し、６月
の「心のきずなを深
める月間」では、各
学部の取組を紹介
して実践に繋げる
ことができた。 
 
 
○人権標語が27作
品集まり、２作品を
12月の人権集会で
表彰できた。 
○学部集会では、友
達との関わりや思
いやりを深めるこ
とができるレクリ
エーションを実施
することができた。
今後も、児童生徒会
主体の取組をより
実施できるように
工夫していく。 

地域 
支援 

地域のニ
ーズに応
じた支援
の充実 
 
 

地域の学校の
実情やニーズ
に応じた支援
及び関係機関
とのネットワ
ークを生かし
た支援 

・教職員の特

別支援教育に

ついての理解、

指導力の向上

を目指す。 
・巡回相談等
で児童生徒の
ニーズを的確
に把握しアド
バイスをする
とともに、必要
に応じて関係
機関と連携す
る等アフター
フォローを充
実する。 

・特別支援教育

についての基本

的な理解や支援

のあり方等につ

いて研修等を行

う。 

・巡回相談後も

継続的に支援を

していけるよう

相談者と定期的

に情報交換を行

う。必要に応じ

て関係機関と連

携を図る。 

Ｂ 〇校内外での各種
研修会等で特別支
援教育について講
師を務め、研修者の
理解を深めること
ができた。また巡回
相談では、本人や保
護者、教職員のニー
ズや課題に寄り添
い、毎回ケース会を
開催して具体的な
対策を提示するこ
とができた。 
●巡回相談後もそ
の後の様子などを
情報交換すること
はできたが、継続的
な支援までは行え
なかった。現状の課
題を共有し、積極的
に継続的な支援や
関係機関との連携
が行えるよう働き
かけていく。 

校内支援
体制を機
能させた
支援の充
実 

個々のケース
に応じたチー
ムによる支援
の流れづくり
及び校内支援
委員会、関係
機関と協働し
た実践の蓄積 
校内支援委員
会等の実施後
の取組の充実 

・担任からの
ニーズに応じ
て、ケース会議
や校内支援委
員会等を実施
し、支援の目標
や方法につい
て具体的に検
討し、さらに計
画的・発展的な
支援を継続し
ていくシステ
ムを構築する。 

・各学部の担当

者が、学部会等

で校内支援体制

の流れやケース

会議等について

周知する。 
・組織的支援を
継続できるよう
会議の方法を工
夫して、支援方
法等を明確にす
る。また、現在の
状況等を共通理
解できる機会を
設け、定期的に
取組について評

Ｂ ○学部での校内支 
援委員会を実施し 
たことで、課題のあ 
る児童生徒につい 
て学部全体で検討 
し、支援体制を整え 
ることができた。 
〇不登校が続いて 
いる児童生徒の校 
内支援委員会では、 
SSWも含めた検討会 
を行ったり、外部専 
門家と連携を図っ 
たりしながら今後 
の方向性等を検討 
できた。更に、発展 
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価をして改善策
を検討する。 

的な支援に結びつ 
くよう今後検討し 
ていく。 
〇今年度スクール
カウンセラーが配
置され、継続して保
護者支援等を行う
ことができた。 

地域連
携(ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ･ｽｸｰﾙ
など) 

交流及び
共同学習
の充実 
 
 

地域とのつな
がり 
地域への発信 

・学校の教育
活動全体を通
じて、小学校、
中学校、高等学
校、特別支援学
校の児童生徒、
地域の人々、AL
Tとの活動を共
にする、交流及
び共同学習を
積極的に進め、
職員の学校評
価の地域連携
の項目を3.5以
上にする。 

・学校間交流や
地域との交流（
地域行事への参
加等）、居住地校
交流、ALTやボラ
ンティアとの交
流において、実
施前の打ち合わ
せや意見交換を
行い、相手校等
との連携を密に
し、より充実し
た取組ができる
ようにする。ま
た、その様子を
学校ホームペー
ジで紹介し理解
啓発に努める。 

Ｂ ○居住地校交流で 
は、30人の児童生徒 
が実施した。夏季休 
業中に相手校の担 
当職員と学習内容 
等についての検証、 
児童生徒について 
の情報共有ができ、 
児童生徒が安心し 
て交流することが 
できた。 
○学校間交流やALT 
との交流の様子を 
学校ホームページ 
に掲載し、理解啓発 
に努めた。 
●学校評価の地域
連携の項目で保護
者、関係者は3.7、
職員は、3.3であっ
た。次年度は更に地
域資源を生かし取
り組んでいく。 

保護者及
び関係機
関と協働
した福祉
子ども避
難所開設
訓練の充
実 

福祉子ども避
難所開設訓練
実施と改善策
の検討 

・訓練をとお
して、保護者や
関係者、職員等
の意見を整理
して、福祉子ど
も避難所マニ
ュアル等を点
検して改善す
る。 

・昨年度の反省
等を元に保護者
や関係機関と連
携して、実際の
場面を想定した
実践的な訓練内
容や方法等を工
夫して、参加者
に分かりやすい
訓練にする。 
・福祉機材や備
蓄品等について
保護者の意見を
集約して関係機
関に報告し、改
善の方法等を協
議する。 

Ａ ○市役所の担当者
との連携を密にし
て、福祉子ども避難
所開設訓練が協働
で実施でき、新たに
初動キットの準備
ができた。実施後の
市役所担当者と備
品等の充実につい
て協議ができたこ
とで、簡易ベッドの
配付に繋げること
もできた。また、市
内特別支援学校に
も訓練を公開し、発
信することができ
た。 

 

４ 学校関係者評価 

 学校に対する総合的な評価は、保護者からは昨年度と同じ高評価をいただいている。学校運

営協議会委員の皆様からも高く評価していただいており、皆様からいただいた御意見は以下の

とおりである。 

【児童生徒：学びが確かに、今・将来につながる】 

・子ども達の表情が明るい印象である。 

・時間はかかっても、辛抱強く繰り返して頑張る姿を沢山見ることができた。できるようにな

ると先生方も一緒に喜んで、一丸となって取り組んでおられると感じる。 

・学校の雰囲気がとても良い（明るい、活気がある）。 

・運動会やゆうし祭などの行事を見て、子どもも職員の皆さんも頑張っていると感じている。 

【教職員：専門性の向上、教職員の自己実現に向けチームとしてつながる】 

・小・中学校でも ICT 機器の教育的効果が高まるように活用を見直しているところであり、活用

を更に充実していく必要がある。 

【保護者・卒業生・関係機関・地域：互いの存在が生かされるようにつながる】 
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・地域に根付いて、学校内外での活動に積極的に取り組む姿を見ると、今後も続いていってほ

しいと思う。 

・出水南校区ならではの地域性があり、地域の方が学校を温かく見守っている。 

・高等部閉部後の進路に関する不安があるので、保護者への進路情報の提供が必要である。 

・卒業後は親は孤独になりがちであり、卒業後の関わりができるつながりを学校でつくって

おくことが必要である。 

・これからも学校は愛情いっぱいで子どもたちを育てていってほしい。 

 

５ 総合評価 
 学校評価における評価項目全18項目のうち、「十分達成できている」とするＡ評価は６項
目、「おおむね達成できている」とするＢ評価が12項目であった。学校評価アンケート（以
下アンケート）をふまえた結果は以下のとおりである。 

【児童生徒：学びが確かに、今・将来につながる】 
アンケート（職員）「私は、『こんな子どもを育てたい』『こんな学校づくりをしたい』

等の方針や取組状況について保護者に説明・周知している」の項目で、評価（４段階）の平
均値が昨年度から0.1ポイント上昇して3.4であった。また、保護者による評価も前年度と同
様に3.5となった。「子どもを熊本支援学校に入学させて良かった」の項目では、保護者の評
価が昨年度と同様に3.8と高評価であった。「学校（私）は、電子黒板やタブレット等のICT
機器を活用した子どもが分かる授業づくりを行っている」は職員が昨年度から0.2ポイント下
がって3.1であった。ICT機器の活用はできているが、子どもの学びに生かした授業づくりに
は課題があり、更に充実させて行く必要がある。 

【教職員：専門性の向上、教職員の自己実現に向けチームとしてつながる】 

 アンケート（職員）「学校全体で、働きやすい職場づくりのための工夫・改善を行っている（分

掌部や各学部での業務のスリム化、職員室の環境づくりなど）」は、全項目の評価の中で最も低

く、昨年度と同様の 2.9 となった。働き方改革については、職員へのアンケートを基に研修を精

選したり、生成 AI の活用研修等を行ったりしたが、今後改善策を検討していく必要がある。「私

は、各種研修等に積極的に参加・受講することで、指導力の強化や専門性の向上に努めている」

は昨年度より 0.1 ポイント上昇して 3.1 で、職員の専門性向上への意欲が窺える。 

【保護者・卒業生・関係機関・地域：互いの存在が生かされるようにつながる】 

「学校は、個々のニーズに応じた進路に関する情報を提供している」は、保護者は昨年度と同

様に 3.4 であったが、職員は昨年度より 0.2 ポイント上昇して 3.1 だった。保護者向けの進路に

関する研修を行ったり、進路便り等で情報発信をしたりしたことの成果であると考えられる。

「学校（私）は、子どもの人権を尊重する姿勢で指導・支援に当たっている」は職員、保護者共

に昨年度と同様に 3.7 であった。講師を招いた研修を行ったり、授業づくりに関しての話し合い

や実践報告の作成をしたり、人権便りを発信したりしたことの成果が考えられる。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 

 次年度は、高等部閉部により小・中学部のみとなることを踏まえ、「今後の熊支像」実現

のため、以下のことに取り組んでいく。 

【児童生徒：学びが確かに、今・将来につながる】 

・根拠に基づいた授業実践を行っていくために、今年度全職員でまとめた９年間の系統性一

覧、及び年間指導計画に基づいた取組を更に充実させる。 

・授業における ICT 活用は課題であるため、学びの深まりにつながるよう工夫していく。 

【教職員：専門性の向上、教職員の自己実現に向けチームとしてつながる】 

・自立活動の指導に関しては、特別支援教育の経験が浅く、自立活動の基礎的な研修が必要な

教員も多いことから、教師の力量を高め自立活動の指導を充実させるために、分掌部に自立活

動部を設け、組織的に取り組んでいく。 

・学校全体で働きやすい職場づくりを進めていくために、生成 AI 等の ICT 機器を活用した業務

の効率化の情報提供を積極的に行うと共に、今年度の職員アンケートを基に作成した働き方改

革に向けたスケジュール案に沿って取組を進めたり、研修や会議の方法等を工夫して、効率的

に内容を充実させたりして、職員の対話の機会を増やしていく。 

【保護者・卒業生・関係機関・地域：互いの存在が生かされるようにつながる】 

・保護者が、進路に関する情報を小学部段階から得られるよう、進路やキャリア教育に関する

情報を積極的に発信し、PTA とも協働して保護者向けの研修を充実させていく。 

・地域との交流を更に充実させるために、地域資源を積極的に活用していく。また、ホームペ

ージや地域の回覧板等を活用し、多くの方に本校の情報を伝えていく。 

 


